





































年 生産緑地以外の市街化区域内農地 生産緑地 市街化区域内農地面積
1992 年 14.85 0.07 14.92
1993 年 12.81 1.52 14.32
1995 年 11.83 1.55 13.38
2000 年 10.05 1.54 11.59
2005 年 8.46 1.47 9.92
2010 年 7.16 1.42 8.58
2014 年 6.34 1.37 7.71
注）　「生産緑地以外の市街化区域内農地」とは「固定資産の価格等の概要調書」にいう「市街化区域内農地」
































































































































































































































政府税制調査会の 1968 年 7 月の「土地税制の在り方についての答申」では，「市街化区域で，
市街地として都市施設が整備された地域における農地，山林等については，周辺宅地と評価の










































































































































































生産緑地は 74 年の生産緑地法によってつくられた制度である。市街化区域内農地を第 1種
生産緑地（おおむね 1ヘクタール以上。10 年間の営農が必要）と第 2種生産緑地（おむね 0.2
ヘクタール以上。5年間の営農が必要）に分け，いずれも農地並み課税とすることにより農地






表 4 都市緑農区の指定状況（1990 年 1月 31 日現在）
都市緑農
区名










昭和 62.1.16 7.2 ヘクタール 40 農道 394 メートル（幅員 4.7 メートル）
モノレール一式






昭和 62.3.11 6.86 ヘクタール 44 ほ場整備（6.2 ヘクタール）



























































市場出荷 自宅販売 即売会 うね売り 流通業者 量販店 生協等 自営 その他 農家数
1987 年 462 269 11 23 11 24 44 1019







































回答農家数 生産に対する援助 市民農園用地貸与 区画整理実施 その他
東京都 4,968 63.5 15.8 27.0 8.5
区部 953 77.0 13.5 12.3 8.0
西多摩 501 60.2 17.1 23.7 9.5
南多摩 1,415 49.7 18.5 39.0 10.4
北多摩 2,099 67.4 14.8 26.4 7.2
注）　複数回答のため合計は 100％を超える。


































































横浜市の市民菜園は，76 年からはじまり，当初 52 か所 1087 アールの農地（82 年時点では





菜，根菜など多品種であり，自家消費のみは 29，近所へのおすそわけが 100 ある。換金した
利用者はいない。ほぼ全員（129 人）が「借りてよかった」とする（N=130），その理由は，「土








24）　建設省都市局【1983】。調査は，30 か所の市民菜園を選び各 5人ずつ 150 人の対象者に 83 年 2 月に郵送
で行われたもので，回答は 138 通であった。




小平市：H18 小金井市：H12 西東京市：H14 調布市：H16
新鮮な農産物の供給 72.0 45.3 52 52
安全な農産物の供給 66.6 57 48
緑の保護や景観維持 47.2 53.5 35 42
防災空間 25.4 12.8 10  7
市民の農業体験の場 9.3 11  4
子どもの教育，農業体験の場 39.1 21.4 20 20





































































する計画の策定等のための施策」（第 13 条），「税制上の措置」（第 14 条），「都市農業により
生産された農産物の地元における消費の促進」のための施策（第 15 条），「農作業を体験する
ことができる環境の整備等」の施策（第 16 条），「学校教育における農作業の体験の機会の充
実等」の施策（第 17 条），「国民の理解と関心の増進」のための施策（第 18 条），「都市住民に
よる農業に関する知識及び技術の習得の促進等」のための施策（第 19 条），「調査研究の推進」
127都市農業の振興と都市農地の保全
のための施策（第 20 条）の 10 項目を基本的施策として盛り込むものとされている。加えて，
政策の推進については，「連携協力による施策の推進」（第 21 条）が予定されている。



























































































The Development of Urban Agriculture and  
Conservation of Urban Agricultural Land
Masahiro NAKAJIMA
Abstract
This paper looks back on trends in the development and conservation of urban 
agriculture. As the population of urban areas has increased, urban agricultural land has 
been taken over by residential buildings, and the intermixture of residential areas and 
agricultural land remains a problem. The solution depends largely on the state of 
agricultural management on the farmers’ side. Following the enactment in 2015 of the 
Basic Act on the Promotion of Urban Agriculture, measures are being adopted to promote 
urban agriculture. But it is also necessary to emphasize the food supply function and to 
classify agriculture by urban farmers, agriculture through cooperation between urban 
farmers and citizens, and agriculture (agricultural work) by citizens using urban 
agricultural land.
